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水道事業の現状と構造



総務省資料より

人口減少は止まらない
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水道管の状況
H22北上工業団地付近の漏
水事故

500mm 6日間約1万戸断水
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R4仙台市漏水事故
900mm 約2万戸断水濁水等

R3 和歌山水管橋崩落
送水復旧まで7カ月半

全国で年間約2万件

漏水事故発生
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「水道は万全」という虚構
●水道は蛇口から出続けるのか？

●水道管と施設は今後絶対に劣化しないのか？

●震度６強は今後50年間、100年間絶対に来な
いのか？

●豪雨災害は今後絶対に来ないのか？

●人口減と水量減はいつか止まるのか？

全て「安全性のバイアス」（悪いことは起こらない
という思い込み）⇒目の前にそうではない現実
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施設利用の効率化及び固定費の低減

●施設利用率の全国平均（Ｒ２決算）

●施設利用率（ＰＩ：Ｂ104）

全国中央値59.5％（R1）
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全国平均 60.7
都、指定市 59.4

30万人以上 64.4
15万人以上～30万人未満 63.1
10万人以上～15万人未満 63.2
5万人以上～10万人未満 59.9
3万人以上～5万人未満 60.1

1.5万人以上～3万人未満 55.9
1万人以上～1.5万人未満 54.4
5千人以上～1万人未満 49.4

5千人未満 39.9

全国平均
6割

規模が小さいほど
施設利用率が低い

４割余剰



使
用
水
量

年代

目標値（施設設定能力）

実際値

能力過剰分

既存水道施設の能力Ａ

実際の必要能力Ｂ

能力過剰分の拡大
(ギャップの拡大)

現在
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Ａ

Ｂ

全国平均

４割



過大投資部分

配水量の推移に伴う施設のダウンサイジング

●右肩上がり

●建設投資の時代

●拡大社会

●経営を意識しなく
ても料金収入増

●右肩下がり

●更新の時代

●縮小社会

●ダウンサイジング

●経営最重視の時代

施設フル稼働

過去 未来
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日本のインフラ投資の推移（水道）と将来

1950 1960 2010 2030 2060

第1世代
の投資

第2世代の
（更新）投資

人口・水量

ダウンサイズ

第2世代の更新投資の
ダウンサイジングが必要



水道職員の減少

水道職員減少 = 技術の喪失
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●人口減少に伴う使用水量の減少＝減収
人口減少は止まらない ⇒ 際限のない減収

●施設、管路の老朽化進展 ⇒ 更新事業の大幅増加
第２世代の投資の波＝更新投資の波

●使用水量の減少＝施設利用率の低下
⇒ 水量減少に合わせた施設等のダウンサイジング
(際限ない水量低下＝際限のないダウンサイジング)

●技術者の減少と高齢化＝技術の継承が危うい
特に小規模事業体において深刻な状況

●地震災害、豪雨災害の増大
災害対応の増加、耐震化の遅れ（更新投資の遅れ）

●ＩｏＴ、ＩＣＴへの対応の遅れ
技術力の低下、収入減少による財源の不足

水道事業の課題
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経営状態の把握不足、危機感の欠如

○奈良県広域化 広域化離脱

○広島県広域化 不参加事業体

〇小規模事業体 経営破綻危機

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

夕張ショック、それに続く財政健全化団体多発
（自治体財政危機）の原因

＝ 公営企業会計（第3セクター含）の悪化
特に下水道事業会計の悪化は全てに共通
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岩手中部水道企業団の
広域統合とダウンサイジング



平成14年2月 企業団議会の一般質問で「企業団と構成市町の事業体を統合
し、企業団に集約すべき」という提言

平成16年1月～平成18年３月 岩手中部広域水道在り方委員会
「水道広域化推進検討報告書」

平成19年５月～平成21年３月 地域水道ビジョン策定検討委員会
「水道ビジョン策定」

平成21年５月～平成23年３月 水道広域化推進検討委員会
「水道広域化基本構想策定」

平成23年５月～ 水道広域化推進協議会「水道広域化事業計画策定」
平成23年10月 岩手中部地域水道事業の統合に関する覚書締結
平成24年 ４月 統合準備室（企業団、市町各１人）を設置
平成25年 ９月 新企業団設置について構成市町議会で議決
平成25年10月 新企業団設置許可

岩手中部地域水道事業の統合に関する協定締結

平成26年4月1日 岩手中部水道企業団創立
平成26年10月 第一回水道イノベーション賞受賞
平成27年8月 第２回地方公共団体ファイナンス賞及びＪＦＭ賞受賞
平成28年3月 水道ビジョン策定
平成28年7月 優良地方公営企業総務大臣表彰
平成31年2月 統合に関する外部評価実施（効果ありの評価）

岩手中部地域広域化の経緯

約
10
年

５
年
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統合前の各事業の状況
●管路更新率
・北上市 0.94＝更新サイクル 106年
・花巻市 0.54＝更新サイクル 185年
・紫波町 0.30＝更新サイクル 333年

●有収率（実質の最低値）
・北上市 87.5％ ⇒ R3 90.4％ (2.9％増)
・花巻市 76.0％ ⇒ R3 83.8％ (7.8％増)
・紫波町 71.5％ ⇒ R3 87.3％ (15.8％増)

●Ｃ/Ｆ、起債残高(現金倍率)、損益収支（R24）
・北上市 44億円 69億円(1.57) 170百万円
・花巻市 21億円 100億円(4.76) △114百万円
・紫波町 2億円 37億円(18.5) △10百万円
・旧企業団 24億円 37億円(15.4)
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給水原価の見通し 供給単価(料金)の見通し
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県内最大浄水場
統合前の稼働率５割

脆弱水源多数

脆弱水源多数



施設の統廃合による余剰規模の縮小

H23(ａ) H27(ｂ)
R3.3月末

時点

H37(ｃ) 増減

広域化事業計
画策定時

水道ビジョン策
定時 目標年次 （ｃ-ａ）

取水施設数 36 33 30 23 ▲13

浄水施設数 34 30 22 19 ▲15

配水施設数 86 84 78 76 ▲10

ポンプ施設数 65 65 63 66 1

合計 221 212 193 186 ▲35

【廃止休止済みの浄水施設】
H25 沢田浄水場 （30ｍ3/日、滅菌処理）
H26 江釣子浄水場（2,960ｍ3/日、滅菌処理）
H27 片寄浄水場 （1,715ｍ3/日、急速ろ過）

晴山浄水場 （128ｍ3/日、滅菌処理）
H28 中内浄水場 （900ｍ3/日、急速ろ過）
H30 佐比内浄水場 (340ｍ3/日、緩速ろ過)

小山沢浄水場（371ｍ3/日、滅菌処理）
R1 新堀浄水場（2,310ｍ3/日、滅菌処理）

【老朽化により更新した浄水場】
H26 和賀川浄水場（5,960ｍ3/日、紫外線処理）
H27 古館浄水場（4,000ｍ3/日、膜処理）
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【廃止休止済みの浄水施設】
R1 土沢浄水場（720ｍ3/日、滅菌処理）

湯本浄水場（1,400ｍ3/日、急速ろ過）
R2 田瀬浄水場（240ｍ3/日、急速ろ過）
R3 十日町浄水場(794ｍ3/日、滅菌処理)



1 安全で安心な水道水の安定的な供給
Ｈ23

（計画時）
R2末

（現在） Ｈ23比 Ｈ37
（目標年次） Ｈ23比

取水施設 36 30 △ 6 23 △ 13
浄水施設 34 22 △ 12 19 △ 15
配水池 86 78 △ 8 76 △ 10

ポンプ施設 65 63 △ 2 66 1
合 計 431 210 △ 28 186 △ 35

○平成27年度水道ビジョン以降の計画変更、施設合理化削減額
●岩手中部浄水場拡張計画 16億円
●小又浄水場方式見直し 10億円
●危機管理センター建設費圧縮 16億円
●小水力発電施設見直し 3億円
●田瀬水源統合 6億円

浄水施設 ▲12 取得価額 27億7,482万円
ランニングコスト(50年分)=    13億3百万円
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統合から8年間で総計約92億円の将来投資を削減
さらに統合交付金計100億円、出資金56億円

（参考:岩手中部の年間料金収入46億円）
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北上市 花巻市 紫波町 旧企業団

 (単位:千円) H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 Ｈ28 H29 H30 R1 R2

経常利益 607,724 686,442 549,382 452,562 287,504 422,439 400,834 490,396 436,219 640,936 680,233 431,363

企業債残高 25,957,726 25,463,809 24,625,648 23,864,473 24,315,087 24,944,696 24,455,615 23,464,542 22,735,738 22,392,842 21,792,366 21,009,610

留保資金残高 6,876,116 7,432,326 8,005,742 8,525,616 8,992,506 9,721,417 9,925,050 10,033,274 10,338,013 10,445,371 10,537,124 11,239,385
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 (単位:千円) H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 Ｈ28 H29 H30 R1 R2

経常利益 607,724 686,442 549,382 452,562 287,504 422,439 400,834 490,396 436,219 640,936 680,233 431,363

企業債残高 25,957,726 25,463,809 24,625,648 23,864,473 24,315,087 24,944,696 24,455,615 23,464,542 22,735,738 22,392,842 21,792,366 21,009,610

留保資金残高 6,876,116 7,432,326 8,005,742 8,525,616 8,992,506 9,721,417 9,925,050 10,033,274 10,338,013 10,445,371 10,537,124 11,239,385
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広域化(事業統合)は「スタートライン」に立っただけ
ダウンサイジングのための手段の一つにすぎない
⇒しかしダウンサイジングの手段としては非常に強力

今後百年以上にわたるダウンサイジングの始まり(終わり
のないダウンサイジング)

水需要予測や水運用計画、施設ごとのコスト比較と融
合させた更なるダウンサイジング。管路更新費の縮小。

更なる広域化の視点の拡大(広域統合の拡大)

広域化はダウンサイジングの「手段」のひとつ



全国の広域化、広域連携の動き １
広域統合
○秩父地域水道広域化
秩父地域１市４町の水道事業を広域化(H28年４月)

○群馬東部地域水道広域化
３市５町の水平統合(H28年４月)

○大阪広域水道企業団
四條畷市、太子町、千早赤坂村との垂直統合(H29年4月) その後11

市町加えて14事業体(2022/4月～)
○かずさ水道広域連合企業団」上総地域4市（木更津市、君津市、富津
市、袖ケ浦市）と君津広域水道企業団の垂直統合 平成31年4月～
○香川県広域水道事業体 香川県と16市町での広域統合（県一水道）
Ｈ30年4月～）
○田川広域水道企業団 末端5事業と用水供給事業（平成31年4月）
○奈良県 広域水道企業団R6までに設立 R7～県域水道一本化

奈良市、葛城市除く28団体（奈良県含む）で企業団
〇広島県 広島県水道企業団設立準備協議会設置(R5～)

R4企業団設立 R5事業開始予定 県及び14市町
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全国の広域化、広域連携の動き ２
〇長野県 広域推進協議会設立 長野上田地区の広域化推進

長野県企業局、長野市、上田市、千曲市、坂城町で企業団化
施設台帳のフォーマット統一

〇佐賀西部広域水道企業団 R2～構成事業体と垂直統合
〇千葉県瑛水道、九十九里、南房総の用水供給事業統合 Ｒ７目途
〇千葉県夷隅地域の広域統合 Ｒ２覚書締結 Ｒ７目途

九十九里・南房総ブロック 垂直統合検討
○山形県庄内圏域2市1町の水平統合 県用水供給との垂直統合
○静岡県 大井川、県企業局の用水供給統合
〇山形県庄内地方（鶴岡市、酒田市、庄内町）水平・垂直統合 広域水道企業
団Ｒ7設立 Ｒ8から事業開始
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全国の広域化、広域連携等の動き
広域連携、官民連携等

○八戸圏域水道企業団
青森県南及び岩手県北の21事業体による広域連携施設、水質

データ管理、施設管理及び料金システム等の共同化実施
○奈良県 県内水道を「県域水道」として水道資産の最適化を図
る「県域水道一体化構想（奈良モデル）」を提言。
○沖縄県 本島と周辺離島８村の広域連携
第１段階 水道用水供給範囲の拡大

○公民共同企業体「水みらい広島」(H26)広島県企業局35％、
水ing65％出資。「水みらい小諸」(H31)の設立「管理の広化」
を目指した指定管理者制度導入
〇熊本県荒尾市「あらおウォーターサービス」設立(H28)
〇宮城県 宮城方式（コンセッション）(R3～)
〇豊橋市、豊川市、湖西市 料金収納業務等共同化
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上田長野地域の経営指標等による分析
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経営比較分析表（R3） 30万人規模

191.35

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

1,390.21

1. 経営の健全性・効率性

- 59.19 71.96 3,630 266,017

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

371,651 834.81 445.19法適用 水道事業 末端給水事業 A2 自治体職員

長野県　長野市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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平均値 48.01 48.86 49.60 50.31 50.74

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 16.88 18.97 21.10 22.90 24.75

平均値 16.60 18.51 20.49 21.34 23.27

①経常収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.75 0.51 0.29 0.25

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 424.51 417.38 513.12 569.62 529.39

平均値 307.83 318.89 309.10 306.08 306.15

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 505.14 497.31 504.98 509.10 508.44

平均値 295.44 290.07 290.42 294.66 285.27

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 120.13 117.64 115.77 119.68 116.21

平均値 106.02 104.84 106.11 103.75 105.30

145.00

150.00

155.00

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

190.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 173.51 180.12 183.53 175.73 182.33

平均値 158.60 161.82 161.03 159.93 162.77

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 55.78 55.74 54.96 55.21 55.24

平均値 62.88 62.32 61.71 63.12 62.57

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 87.10 86.96 85.63 85.82 85.73

平均値 90.13 90.19 90.03 90.09 90.21

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.39】 【1.30】 【261.51】 【265.16】

【90.12】【60.29】【167.74】【102.35】

【50.88】 【22.30】 【0.66】
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現金残高 負債の53.2％
（起債現金倍率1.88倍）



営
業
Ｃ
Ｆ

投
資
Ｃ
Ｆ

財
務
Ｃ
Ｆ

現金増加

通常のＣ/Ｆ 長野市水道のＣ/Ｆ

＋ －

－

現金増加
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経営比較分析表（R3） 15万人規模

117.73

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
)

1,114.35

1. 経営の健全性・効率性

- 72.10 85.12 2,862 131,192

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

154,615 552.04 280.08法適用 水道事業 末端給水事業 A3 非設置

長野県　上田市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.17 0.53 0.50 0.25 0.42

平均値 0.74 0.72 0.66 0.67 0.62

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 118.74 115.69 110.68 111.66 108.67

平均値 113.68 113.82 112.82 111.21 111.89

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 48.88 49.87 51.21 51.85 52.35

平均値 46.99 47.89 48.69 49.62 50.50

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 13.41 13.54 13.09 13.37 18.35

平均値 15.83 16.90 18.26 19.51 21.19

①経常収支比率(％)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.03 0.00 0.00 0.00 0.45

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 442.25 461.85 457.02 390.10 361.71

平均値 337.49 335.60 358.91 360.96 351.29

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 344.51 346.56 351.78 356.17 335.29

平均値 265.92 258.26 247.27 239.18 236.29

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 112.69 109.66 103.71 105.09 102.01

平均値 105.86 106.07 105.34 101.89 104.33

120.00

125.00

130.00

135.00

140.00

145.00

150.00

155.00

160.00

165.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 135.36 139.16 147.37 144.36 151.63

平均値 158.58 159.22 159.60 156.32 157.40

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 57.41 57.09 55.70 55.41 53.19

平均値 62.38 62.83 62.05 63.23 62.59

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 83.62 83.54 84.01 84.10 84.24

平均値 89.17 88.86 89.11 89.35 89.70

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.39】 【1.30】 【261.51】 【265.16】

【90.12】【60.29】【167.74】【102.35】

【50.88】 【22.30】 【0.66】
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現金収入を伴わない収益

当期純利益
224,424,865円
から長期前受金戻入
338,833,378円
を差し引いた
△114,408,513円

が実際の実力

つまり1億1千4百万円
の損失（欠損金）

上田市損益計算書R3
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現金残高 負債の51.9％
（起債現金倍率 1.93倍）



営
業
Ｃ
Ｆ

投
資
Ｃ
Ｆ

財
務
Ｃ
Ｆ

現金増加

現金減少

通常のＣ/Ｆ 上田市水道のＣ/Ｆ

＋ －

－

資金ショートに大きな懸念



1. 経営の健全性・効率性

2. 老朽化の状況

- 53.02 31.30 1,413 184,972 280.99 658.29

13,561.56 152.80

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A2 自治体職員 2,072,219

長野県

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.71 0.48 0.28 0.29 0.44

平均値 0.67 0.65 0.70 0.72 0.69

110.00

111.00

112.00

113.00

114.00

115.00

116.00

117.00

118.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 117.07 116.22 114.52 114.24 115.28

平均値 115.36 113.95 112.62 113.35 112.36

38.00

40.00

42.00

44.00

46.00

48.00

50.00

52.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 43.01 44.06 44.98 46.37 47.10

平均値 48.01 48.01 48.86 49.60 50.31

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 7.69 7.74 8.10 8.58 8.86

平均値 16.17 16.60 18.51 20.49 21.34

①経常収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.75 0.51 0.29

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 102.57 109.67 115.02 125.25 128.48

平均値 311.99 307.83 318.89 309.10 306.08

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 625.23 616.05 605.74 610.21 598.45

平均値 291.78 295.44 290.07 290.42 294.66

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 116.23 115.37 114.24 109.93 114.28

平均値 107.61 106.02 104.84 106.11 103.75

140.00

145.00

150.00

155.00

160.00

165.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 148.14 149.44 151.17 157.60 150.97

平均値 155.69 158.60 161.82 161.03 159.93

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 60.92 58.88 59.20 60.13 61.12

平均値 62.46 62.88 62.32 61.71 63.12

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 89.03 89.11 89.12 86.53 86.67

平均値 90.62 90.13 90.19 90.03 90.09

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【110.27】 【1.15】 【260.31】 【275.67】

【89.82】【60.69】【166.40】【100.05】

【50.19】 【20.63】 【0.69】
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経営比較分析表（R3） 18万人規模



長野県　千曲市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 59,833 119.79 499.48

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

809.32

1. 経営の健全性・効率性

- 78.46 11.22 3,313 6,685 8.26

2. 老朽化の状況

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.07 1.00 0.20 0.69

平均値 0.44 0.52 0.47 0.40 0.36

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 109.32 114.83 109.41 107.80 109.47

平均値 104.47 103.81 104.35 105.34 105.77

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 25.02 26.44 27.71 30.81 32.45

平均値 45.14 45.85 47.31 47.50 48.41

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

20.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 16.40 10.38 9.57 11.84 13.56

平均値 13.58 14.13 16.77 17.40 18.64

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 16.40 25.66 21.69 24.04 28.03

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 365.25 536.95 390.96 501.03 431.32

平均値 293.23 300.14 301.04 305.08 305.34

440.00

460.00

480.00

500.00

520.00

540.00

560.00

580.00

600.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 489.71 495.00 520.02 518.64 537.55

平均値 542.30 566.65 551.62 585.59 561.34

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 109.61 117.59 111.03 108.42 110.85

平均値 87.51 84.77 87.11 82.78 84.82

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 157.76 146.94 156.54 160.19 157.17

平均値 218.42 227.27 223.98 225.09 224.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 41.44 41.24 40.47 40.48 39.71

平均値 50.24 50.29 49.64 49.38 50.09

74.00

75.00

76.00

77.00

78.00

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 82.95 83.34 83.40 83.41 83.34

平均値 78.65 77.73 78.09 78.01 77.60

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.39】 【1.30】 【261.51】 【265.16】

【90.12】【60.29】【167.74】【102.35】

【50.88】 【22.30】 【0.66】

39

経営比較分析表（R3） ７千人規模



上田長野地域の経営状態の現状
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●有収率がかなり低い⇒管路の劣化が顕著

大規模漏水、大規模断水のリスク

●管路更新率が低い⇒管路劣化進行

●施設利用率低い⇒過大投資の状態⇒ダウンサイズす

る幅が大きい しかし一事業体だけではダウンサイズ

の限界がすぐ来る

●留保資金（現金）枯渇の事業体が存在⇒原因は

低料金に設定していること

●全体的に管路と施設の老朽化が顕著
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1950 1960 2010 2030 2060

第1世代
の投資

第2世代の
（更新）投資ダウンサイズ

上田長野地域の水道事業の状況

1950 1960 2010 2030 2060

第1世代
の投資

第2世代の
（更新）投資

次世代への
負担の先送り

人口・水量

人口・水量

本来あるべき姿

上田長野地域
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〇広域化、広域統合

・事業統合⇒施設統廃合、ダウンサイジング、技術力保持

・経営統合⇒技術力の保持、ダウンサイジング

小規模事業の技術力の保持

〇広域連携

・施設の共同利用（浄水施設、配水池などの共同設置、共同利用）

・技術力の保持⇒共同研修、連絡会議等(cf:アドバイザー制度創設)

・共同でのDX推進

🔹料金、会計等事務系システムの共同化
🔹監視制御システムの共同化
🔹スマートメーターの共同導入
🔹ＡＩ管路劣化診断劣化予測、GPS漏水発見等の共同導入

🔹標準プラットフォームの導入、活用（サブスク）（補助金導入）
・料金業務包括業務委託、水質管理などの共同実施

水道事業の維持に向けた方策
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正確な経営状態の把握 ⇒ 経営の改善＝維持継続

・しっかり目を見開いて経営状況、アセットマネジメントを

把握し、「正しく恐怖する」⇒「不都合な真実」から目を

そらさない

・事実から逃げない、現実から目をそらさない

・超長期の将来予測をする

・首長に事実を正確に伝える

・危機意識を持って、一歩を踏み出す

・危機意識を共有する

・やらない理由、やれない理由を述べない

・とにかく集まってみることから始める


